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地域還元型再生可能エネルギー導入の

事業化について

平成２４年１１月１９日

環境政策課
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①要旨

再生可能エネルギーの普及拡大を図るため，県と中国電力グループが共同して，メガ

ソーラー発電の事業化に取り組む。

なお，発電事業によって得られる収益は，地域に還元（不公平性を緩和）する。

（中電グループの収益の一部も地域還元に使用する。）

②事業規模： メガソーラー１０MＷ程度（第１期：６．６ＭＷ，第２期：３ＭＷ程度（予定））

③規模の考え方

・ 電力買取制度のプレミア価格期間（H24～H26）において，県内に設置される見込み

の再エネ施設に起因し，上昇する県民の賦課金額に相当する収益を確保

・ 事業用太陽光の普及目標達成に向けた県の率先導入として，プレミア価格期間

（H24～H26）における県内導入量の約２割に相当

④初期投資額：約３２億円（第１期・第２期合計）（第１期分は約２２億円）

⑤地域還元目標額（20年間）：約１３億円（第１期・第２期合計）（第１期分は約９億円）

⑥実施スケジュール

メガソーラー６.６MＷ（第１期分）：H24計画
メガソーラー３MＷ程度（第２期分）：H25計画（市町所有地を含め別途整理）

⑦還元方法イメージ：（今後検討会等で幅広に議論）

・県民の省エネ家電導入支援

・省エネ活動の支援

・学校や公民館への再エネ・省エネ導入支援 など

事業概要（案）事業概要（案）
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事業規模の試算事業規模の試算

区分

①県内世帯

数

②20年間の

平均年間

賦課金額

③賦課金総額

(20年）

（①×②×20）

④10MＷで

得られる

還元収益

(20年）

⑤賦課金総額

に対する還元

収益（④／③）

還元規模

【プレミア価格期間

（H24～H26）設置分】

約１１５万 1,700円／年 ４００億円 １３億円 ３％

区分

⑥普及目

標

（H32）

⑦実績

（H23）

⑧目標達成

に必要な毎

年の設置規

模

（⑥－⑦／9

年）

⑨プレミア

価格期間に

必要な設置

規模

（⑧×3年）

⑩地域還元

型再エネ導入

事業による導

入規模

⑪プレミア価

格期間に必要

な設置規模に

対する割合

（⑩/⑨）

事業用太陽光

（単位ｋW)

１５８，４００ １０，８２７ １６，４００ ４９，２００ １０，０００ ２０％

県内に設置される再エネ施設に起因し，上昇する賦課金の割合に相当

全国に設置される再エネ施設に起因し，上昇する賦課金
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地域還元の必要な規模のイメージ図

太陽光（住宅用） ７０％

太陽光（非住宅） １１％

バイオマス ９％

風力 ８％

プレミア価格期間内に全国に設置される再エネ施設からの電力買取総額

（種別買取電力量×種別買取単価）

中小水力 ２％
広島県内に設置される再エネ施設分（全体の約３％

※
）※全エネルギー種平均（太陽光３％，バイオマス６％，風力０％，小水力18％ ）

北海道 青森県 岩手県 すべての

電力使用者が

約0.33円/ｋWh

を負担

（標準家庭で

約100円/月）
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中国電力

○広報・啓発支援

事業基本フレーム第１期（H24計画）実施計画（案）

【資金調達】

中国電力

メガソーラー発電所【6.6ＭＷ】

（県有地）

中電ｸﾞﾙｰﾌﾟ（ESS)
○設置工事○維持管理

売電収入

地元銀行

中電ｸﾞﾙｰﾌﾟ（ESS※)
約３億円

約１３億円

出資

出資

貸付

売電

有限責任事業組合（LLP)

県と中電ｸﾞﾙｰﾌﾟの共同事業

約６億円

広島県

庄原地区（２．３MＷ)福富地区（３．５MＷ)

借
入
金

資
本
金

広島県

○事業企画・事業運営

○広報・啓発○用地提供

【約２２億円】

担当業務

初期投資

【事業実施】

中国電力

ﾏｲﾅｰ出資(約0.1億)

県債

一般財源

竹原地区（０．８MＷ)

*（株）エネルギア・ソリューション・アンド・サービス



区分 リスク リスクへの対応

■日射量 ●立地の日照条件等 ・ＮＥＤＯ算定式で計算（15年間平均値）

⇒仮に，－10％で試算しても採算性は確保

■用地確保 ●用地賃借料の変動 ・県有地のため変動リスクなし

●用地の長期間確保 ・県有地のため解約リスクなし

●用地の地盤安定性 ・建設発生土等による造成地のため安定

■施工リスク ●施工コスト超過 ・造成不要のためリスク少

●施工瑕疵・性能未達 ・試運転完了まで含んだ性能充足を義務化

■パネルメーカ

ー保証

●瑕疵保証と性能保証 ・メーカー保証(20年間)

■不可抗力リス

クと保険契約

●建設期間中の不可抗力（災害等） ・請負業者賠償責任保険

●運営期間中の不可抗力（災害等） ・動産保険

■物価上昇リス

ク

●人件費等の上昇 ・物価上昇なしで計算

⇒物価上昇に備えて，インフレ率前年比１％（日銀インフレターゲ

ット）で試算しても，採算性は確保

事業のリスクと対応事業のリスクと対応
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区分区分区分区分 １１１１１１１１ １２１２１２１２ １１１１ ２２２２ ３３３３ H25 H26

H24計画事業計画事業計画事業計画事業

（（（（第第第第１１１１期期期期））））

H25計画事業

（第2期）

設備認定設備認定設備認定設備認定

（（（（事業体事業体事業体事業体→→→→経産局経産局経産局経産局））））

11112222月補正予算要求月補正予算要求月補正予算要求月補正予算要求（（（（事業体設立経費事業体設立経費事業体設立経費事業体設立経費））））

事業体事業体事業体事業体（（（（LLPLLPLLPLLP））））設立設立設立設立

工事工事工事工事 売電開始売電開始売電開始売電開始

�第１期事業： ①H24.12月補正予算でLLP設立経費を要求し，年度内に設備認定等を受ける。
②H25当初予算で，工事費を要求する。

�第２期事業：未利用県有地や市町所有地等から候補地を調整し，H25買取価格を踏まえ事業化を図る。

候補地調整等

設備認定 工事

今後のスケジュール（案）今後のスケジュール（案）

ﾒｶﾞｿｰﾗｰ６．６M

ﾒｶﾞｿｰﾗｰ３M程度

当初予算要求当初予算要求当初予算要求当初予算要求（（（（工事費工事費工事費工事費））））
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事業主

体

手法 メリット デメリット

再生可

能エネ・

省エネ

の普及

●収益により、次のような取組み

を支援

・県民の再エネ・省エネの導入

・学校や公民館への再エネ・省エ

ネの導入

・大学等の再エネ・省エネの研究

【類似例】 グリーン電力基金

・あらゆる県民が還

元を実感できる機会

を確保

・事業の効果が複合

的に広がりを持つ

・省エネルギー機器

を普及すれば、電気

料金が削減されるこ

とで、一定の相殺効

果も期待

・学校等への支援の場

合，還元を実感できる度

合いが低い

・県民への支援の場合，

還元を実感できる県民

が限定

県民利

用施設

の整備

●収益により、広く県民が利用で

きる施設の整備（公園遊具、ス

ポーツ施設など）

【類似例】 宝くじ、ｽﾎﾟｰﾂ振興くじ

・あらゆる県民が還

元を実感できる機会

を確保

・還元を実感できる度合

いが低い

収益の還元方法の比較収益の還元方法の比較



１ 省エネ家電購入への支援

２ 省エネ活動への支援

県

県民

販売店代金支払（報償費は控除）／請求・受領権限委任 商品制度ＰＲ
報償費支払い報償費請求

県

脱温暖化センター（広島県環境保健協会）
地球温暖化防止地域協議会家庭自治会，子ども会など

委託料支払い 電気削減量報告 報償費事業結果報告

地域還元策の具体的なイメージ地域還元策の具体的なイメージ

ポイント

課題（例）

ポイント

課題（例）

○ 対象商品の選定

○ 予算規模の決定

○ 販売店の選定方法等

○ 販売店へ委任

○ 県民への直接的還元

○ 省エネ効果による電気料金

の節減

使途の例事業活動の拡大 ○ 還元ルールの策定

○ 予算規模の決定

○ 助成する活動範囲等

○ 環境活動事業の委託

○ 家電購入予定のない県民へ

も還元可能

○ 省エネ効果による電気料金

の節減

家庭 家庭

【脱温暖化センターの役割】・ 事業主体・ 地球温暖化防止地域協議会の取りまとめ【地球温暖化防止地域協議会の役割】・ 省エネ取組の普及啓発・ 環境家計簿の配布・ 自治会，子ども会の取りまとめ【自治会，子ども会等の役割】・ 各家庭への働きかけ・ 各家庭の取りまとめ【各家庭の役割】・ 省エネ取組の実施・ 環境家計簿の実施
【県の役割】・ 事業企画・ 事業運営・ 制度ＰＲ

【県の役割】・ 事業企画・ 事業運営・ 制度ＰＲ 【県民の役割】・ 省エネ家電の購入・ 省エネ取組の実施
【販売店の役割】・ 省エネ家電の販売・ 請求，受領の事務代行
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福富地区

庄原地区

設置予定地

竹原地区
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府県によるメガソーラー事業の実施状況府県によるメガソーラー事業の実施状況

都道府県名 担当部局 設置規模 設置場所 運転開始時期 備考

山形県 企業局 １．０MＷ 旧園芸試験場 H25年度 H24・9補正

神奈川県 企業局 １．８MＷ 旧総合グラウンド H25年度 H24当初

群馬県 企業局 ２．３MＷ

産業団地内

未造成地

H25年度 H24.9補正

新潟県 企業局 １７．０MＷ 産業団地

H24年度（２．０）

H27年度（１５．０）

H23当初

H24.9補正

大阪府 都市整備部 ２．０MＷ 下水処理場用地 H25年度 H24当初

岡山県 企業局 ３．５MＷ 県営空港法面 H２５年度 H24.9補正

徳島県 企業局 ４．０MＷ

処分場跡地

・港湾関連用地

H25年度

H24.6補正

H24.9補正

大分県 企業局 ２．０MＷ 浄水場用地 H25年度 H24.9補正


